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                         高 情 審 答 申  ７  号 

                        平成２０年 ４月 ３０日 

 

高松市長 大 西 秀 人 殿  

 

 

                    高松市情報公開審査会  

                     会長 川 東 祥 次  

 

   行政文書の非公開決定に関する異議申立てについて（答申）  

 

平成１６年３月２４日付け高農第１６５０６号により諮問のあった事案につ

いて，次のとおり答申いたします。  

 

１ 審査会の結論  

本件異議申立ての対象となっている「高松市食肉センター設置に係る５億

５ 千 万 円の 漁 業補 償の 配 分 明細 書 の全 部」 （ 以 下「 対 象行 政文 書 」 と い

う。）について，実施機関（高松市長をいう。以下同じ。）が非公開とした

処分は相当であり，本件異議申立てを棄却すべきである。  

 

２ 異議申立てに至る経過  

  平成１６年２月２４日付けで高松市情報公開条例（平成１２年高松市条例

第３９号。以下「条例」という。）に基づき，対象行政文書の公開請求があ

り，同日付けでこれを受理した。実施機関は，同年３月８日付けで非公開の

決定をし，請求人に通知した。請求人は，同月１１日付けで「本件処分は，

条例の解釈・適用を誤った違法な処分であり，本件処分を取り消し，全部公

開をすべきである。」等の理由から実施機関の非公開処分の取消しを求めて

異議申立書を提出し，実施機関は同月１５日付けでこれを受理した。  
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３ 異議申立ての理由  

  異議申立人の主張は，次のとおりである。  

（１） 本件処分は，条例の解釈・適用を誤った違法な処分であり，本件処分

を取り消し，全部公開をすべきである。  

（２） 本件「決定通知書」に記載している「公開しない理由」は，条例の非

公開事由に該当しない。  

（３） 本件「決定通知書」の「公開しない理由」には，適法に処分理由が明

示されていないので，高松市行政手続条例８条に違反し，本件処分は無

効である。  

 

４ 実施機関が非公開とした理由  

実施機関が非公開理由書において主張している本件処分の理由は，概ね次

のとおりである。  

（１） 請求の対象となった事務・事業の概要  

    本件請求文書は，高松市郷東町への高松市食肉センターの移転・建設

にあたり，弦打漁業協同組合と種々協議を重ねた結果，漁業権の消滅

を前提として建設同意が得られ，それに対して支払われた漁業補償５

億５千万円に関するものである。  

（２） 弦打漁業協同組合に支払った漁業補償金５億５千万円の個々の組合員

の受領を証する一切の文書について  

   本件文書は，配分明細書からなる。  

   しかし，これらは，同一請求人から受けた平成１５年３月４日付け公

開請求（以下「第一次請求」という。）の対象行政文書と同一であり，

この案件は以下のとおり本件公開請求時に手続き中であったため，本請

求は第一次請求からして二重請求となっていた。よって，平成１５年３

月１７日付け高農第１６２８８号による決定と同一の決定を行った。  

 〔第一次請求〕  

 ・行政文書公開請求：平成１５年３月４日  

 ・非公開決定通知 ：   同年３月１７日付け高農第１６２８８号  

 ・異議申立て   ：   同年３月２８日受付  
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 ・審査会諮問   ：   同年５月１５日付け高農第２３９１号  

（３） 非公開とした理由について  

    配分明細書には，組合員の住所，氏名，個人別補償額，受領印が記載

されており，それ以外に有意情報はなく，これらは個人に関する情報で

あり，公開することにより，当該個人の権利利益を害するおそれがある。  

    よって，条例７条１号に該当し，非公開とした。  

 

５ 審査会の判断  

当審査会は，実施機関の非公開理由および異議申立人の異議申立理由を条

例に照らして慎重に審査した結果，次のとおり判断する。  

実施機関の説明によると，本件対象行政文書は，漁業補償金５億５千万円

の個々の組合員への配分明細書（組合員の氏名・住所・個人補償額・印影が

記載されている。）であり，公開することにより，当該個人の権利利益を害

するおそれがあるとして非公開としたとのことであった。  

  なお，本件公開決定と同一の決定とした平成１５年３月１７日付け高農第

１６２８８号による公開決定にかかる，同年５月１５日付け高農第２３９１

号の諮問案件については，平成２０年４月１４日付け高情審答申第２号によ

り答申済みであるので，本件対象行政文書にかかる内容を再掲する。  

（１） 配分明細書（組合員の氏名・住所・個人補償額・印影が記載されてい

る。）について  

    個人補償額は，本件漁業協同組合およびその組合員に対する漁業損失

補償の対象，方法，最終的に支出された補償金額など漁業損失補償の中

枢となる情報である。  

    一般に，公共工事に伴う漁業損失補償は，公的資金を支出するもので

ある以上，補償の要否および補償の額についても適正であることが予定

されているが，漁業への影響など様々な要因によって決定されることか

ら，非常に個別性が高く，他の補償事例と比較するのは容易ではない。

したがって，当該情報が公開されれば，将来，市が損失補償の交渉を行

うにあたり，前例との補償内容の差異から補償の交渉相手の理解をいた

ずらに混乱させ，あるいは，市が交渉相手から前例と同様であるとして
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高額の補償額を要求されるなどして，将来の補償交渉が難航し，ひいて

は漁業損失補償の最終的な合意の成立が遅延するなど同種事業の執行が

困難になるおそれがある。  

    したがって，これらの情報は，公になることにより市の事務事業の公

正または適正な執行を妨げるおそれがあり，条例７条５号に該当するも

のと考えられる。  

組合員の氏名・住所・印影については，直接または他の関連情報と 

照合することにより本件漁業協同組合の組合員が識別されうる情報であ

るから，当該組合員が漁業損失補償の対象者であることが明らかになる

が，本件の交渉が第三者に明らかにしないことを前提としてなされた経

緯に照らすと，これらの情報が公開されれば，当該組合員らが不快不信

の感情を抱き，将来同種の事務事業や当該事業の周辺事業の適正な執行

が困難になるおそれがあり，条例７条５号に該当するものと考えられる。  

 

よって，当審査会は，「 1 審査会の結論」のとおり判断する。   

 

６ 審査処理経過  

   

年  月  日  

 

処  理  内  容  

 

平成１６年３月２４日  

 

 

諮問書受理  

 

 

平成２０年２月１９日  

 

実施機関からの非公開理由書受理  

 

平成２０年３月２８日  

 

実施機関の非公開理由の聴取および

争点の審査  

 

平成２０年４月２３日  

 

 

答申案審査  

    

平成２０年４月３０日  

 

 

答申  

 


